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第４部－第２ 資源循環型ごみ処理の推進 

 

Ⅰ まちづくり指標 

 

協  働  指  標 計画策定時の状

況（平成１２年） 

前期実績値 

（平成１５年） 
中期実績値 

（平成１８年） 

目標値 

（平成２２年） 

一人一日当たりの総排出量 ９７７ｇ ９２４ｇ ８９２ｇ ※ 

 ごみの減量化に関する指標です。ごみの発生・排出抑制により、排出されるごみの減量をめざします。ここでは、

可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみと分別収集や集団回収によって集められるびん、缶、古紙などを合わせた排出物

の発生総量を総排出量としています。 

※目標値（平成 22 年）については、現在進めている「ごみ処理総合計画 2010」の改定とあわせ、次の「素案」で示

します。 

 

行   政  指  標 
計画策定時の状

況（平成１２年） 

前期実績値 

（平成１５年） 
中期実績値 

（平成１８年） 

目標値 

（平成２２年） 

最 終 処 分 場 に埋 め立 てるご

みの量 
６，３６６㎥ ３，４１６㎥ ２２９㎥ 減少 

 最終処分場の負荷軽減をめざす指標です。焼却灰の資源化、ごみの減量化・資源化を推進し、ごみの埋め立

てゼロをめざします。 

 

Ⅱ 施策・主な事業の体系 

    

１ 資源循環型ごみ処理の計画的な推進  

(1)「ごみ処理総合計画２０１０」の改

定と推進 

◎ ①「ごみ処理総合計画２０１０」の改定と推進 

(2)新ごみ処理施設の整備 ◎ ①新ごみ処理施設の整備  

    

２ 啓発活動の推進    

(1)啓発活動の展開  ①啓発活動等の充実 

  ②「ごみ減量等推進会議」との連携の強化 

  ③情報提供の充実 

  ④市民活動の支援 

(2)環境学習・消費者教育等の推進  ①関係機関・団体等との連携による学習活動の充実 

    

３ ごみの発生・排出抑制    

(1)発生・排出抑制施策の拡充 ◎ ①過剰包装・使い捨て商品の抑制 

◎ ②エコ野菜地域循環事業の推進 

※ ③マイバッグの普及 

※ ④リサイクル協力店の普及 

 ⑤事業系ごみの排出抑制の促進 

    

４ リサイクルの推進    

(1)再使用施策の拡充 ※ ①再使用推進事業の支援 

    ②リサイクル市民工房の充実 

(2)再利用施策の拡充 ◎ ①びん・缶・プラスチック類等の資源化の推進 

    ②集団回収の拡充 
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５ 収集・運搬体制の整備    

(1)収集・運搬体制の整備 ※ ①効率的でわかりやすい収集方法の推進 

 ②夜間・早朝収集の改善 

    

６ 中間処理の推進    

(1)三鷹市環境センターの適切な運

営 

※ ①三鷹市環境センターの適切な運営 

(2)リサイクルセンターの整備・充実  ①ごみ質の変化等に対応した適切な処理の推進 

    

７ 最終処分場の負荷軽減    

(1)最終処分場の延命化 ※ ①焼却灰の資源化の推進 

  ②ごみの減量化・資源化の推進 

    

８ ごみ処理制度の充実・整備    

(1)ごみ処理手数料の見直し ◎ ①家庭系ごみ有料化の検討・実施 

(2)処理責任の明確化 ※ ①拡大生産者責任の明確化 

  ②産業廃棄物への適切な対応 

    

９ 推進体制の整備    

(１)推進体制の強化  ①市民・関係団体・事業者等との連携強化 

 ②広域的な連携強化 

 

 

Ⅲ 主要事業（◎で示しています：事業内容は、追加・変更のあったもののみ記載）  

 

１－(1)－①  「ごみ処理総合計画２０１０」の改定と推進 

 廃棄物・リサイクル関連法の整備やごみ質の変化等をふまえて策定した、「ごみ処理総合計画２０１

０」を改定し、資源循環型社会の形成をめざした計画的な施策の推進を図ります。 

        （市・市民・関係団体・民間） 

 

１－(2)－①  新ごみ処理施設の整備 

 新ごみ処理施設については、平成１４年１月、三鷹市・調布市の市民・学識者・市職員で構成する

「新ごみ処理施設整備基本計画検討委員会」からの答申を踏まえ、建設候補地及び処理方法の選定

を行い、平成 18 年３月に「新ごみ処理施設整備基本計画」を策定しました。基本計画では、ふじみ衛

生組合を事業主体とし、ふじみ衛生組合用地及びその周辺用地を建設用地とするとともに、基本方針

として、①環境と安全に徹底的に配慮した施設とすること。②焼却処理により発生する熱エネルギーの

積極的な有効利用を進め、循環型社会形成のシンボルとなる施設とすること。③市民とともにつくる施

設とすること。④「環境学習機能」と「ふれあい機能」が充実した市民に愛される総合施設とすることな

ど、基本的な方向性が確認されています。 

 今後、この基本計画に基づき、ふじみ衛生組合において、施設整備実施計画の策定及び環境影響

評価作業などの所定の調査・手続きを行い、環境と安全に徹底的に配慮した施設づくりを両市の市民

とともに推進するため設置したふじみ新ごみ処理施設整備市民検討会等での意見も踏まえ、設計・施

工を経て、平成 25 年度稼動を目指します。 

 （市・他自治体・関係機関・市民・学識者） 

 

 

３－(1)－①  過剰包装・使い捨て商品の抑制 
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３－(1)－②  エコ野菜地域循環事業の推進 

  資源循環型社会の形成と環境保全型農業の推進、市内農産物の普及促進等を図るため、有機性

廃棄物（生ごみ等）を利用した資源循環モデル事業を JA 東京むさしと協働により実施しています。さら

に、JA 東京むさしと連携し、モデル事業で実証された学校・保育園などにおける給食残さのコンポスト

及び公園、街路樹などの市内から発生する剪定枝葉による堆肥化を市内の農業経営者においても実

施するなど堆肥化の促進を図ります。また、生産された農作物については、学校・保育園の給食として

使用するとともにエコ野菜として流通・販売も考慮し、市内農産物の普及促進を図ります。 

          （市・関係団体・市民・民間） 

 

４－(2)―①  びん・缶・プラスチック類等の資源化の推進 

  容器包装リサイクル法に基づき、行政・市民・事業者が役割分担に応じた責任を果たすよう、施策の

展開を図ります。特にペットボトルなどプラスチック類については、経費負担を含めた事業者の自主回

収が行われるよう要請していきます。また、ごみ質の変化等に対応した適切な資源化を推進し、リサイ

クルセンターの整備・充実などを図ります。 

  （市・関係機関・関係団体・市民・民間） 

 

８－(1)－①  家庭系ごみ有料化の検討・実施 

平成 16 年７月、ごみ減量・資源化施策及び有料化について、ごみ減量・有料化検討市民会議を設

置し、平成 17 年４月には、有料化の効果等として、①ごみ減量、資源化の推進、②ごみ処理経費の負

担の公平化、③市民・事業者の意識改革、④環境負荷とごみ処理経費の軽減、があげられました。 

その上で、有料化は、同年２月に始めた分別収集の成果を検証しながら慎重に進めること、有料化

による収入は、ごみ減量等につながる新たな施策に活用すること、などの答申を得ました。 

この答申内容を踏まえ、今後、分別収集の効果の検証をさらに進めるとともに、有料化の実施に向

けて、具体的な内容や時期等についての慎重な検討を進めることとします。 

     （市・市民・関係機関） 

 

Ⅳ 新規・拡充事業（※で示しています：事業内容は、追加・変更のあったもののみ記載）  

 

３－(1)－③  マイバッグの普及 

  ごみの減量、レジ袋削減のため、マイバッグキャンペーンを引き続き実施するとともにイベントや三鷹

市商店会連合会等との協働により、マイバッグの普及を図ります。 

（市・市民・関係団体・民間） 

 

３－(1)－④  リサイクル協力店の普及 

  マイバッグの持参の呼びかけ、簡易包装の実施、資源物の自主回収など創意工夫によりごみ減量・

資源化に取り組む事業所をリサイクル協力店に認定し、協力店の利用が進むよう市民に PR します。 

（市・市民・関係団体・民間） 

 

４－(1)－①  再使用推進事業の支援 

 

５－(1)－①  効率的でわかりやすい収集方法の推進 

  平成 17 年２月、市民にとってごみ・資源物の分別方法が分かりやすく、中間処理に適した新たな分

別収集方法に変更しました。 

  さらなるごみの減量・資源化のため、この分別収集方法の徹底を推進します。また、空きびん・空き

缶の収集方法を変更していきます。 

                         （市・市民・他自治体・関係機関） 
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６－(1)－①  三鷹市環境センターの適切な運営 

ごみの焼却における環境負荷を低減するため、平成１２年度から１４年度にかけて、ダイオキシン類

の排出を抑制するバグフィルタ（ろ過集塵装置）等を設置しました。今後も新ごみ処理施設稼動まで、

必要に応じた維持・補修等を行い、安全で安定的な運営に努めます。 

また、環境に配慮したまちづくり推進の一環として、平成１６年度にＩＳＯ14001 の認証を取得し、この

認証を継続します。 

   （市・関係機関） 

 

７－(1)－①  焼却灰の資源化の推進 

最終処分場の延命化に向けた焼却灰の資源化については、平成１８年度から東京たま広域資源循

環組合において、エコセメント化していますが、今後は資源化された製品の活用について積極的なＰＲ

等に努め、有効利用していきます。また、焼却灰の一部を民間委託で資材化し、最終処分場への埋立

量ゼロを継続します。 

    （市・他自治体・関係機関） 

 

８－(2)－①  拡大生産者責任の明確化 

 


